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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、「Our Philosophy」を、あらゆる意思決定の拠り所、行動の起点とすることで、経済的価値のみならず社会的価値の向上にも取り組み、持

続可能な社会の発展に貢献していくことを経営の基本方針としており、この方針のもと、コーポレート・ガバナンスの充実を重要な経営課題の一つ
と位置づけています。

この経営課題実現に向けた取り組みを通じて、経営全般の効率性を確保するとともに、社会と当社との信頼関係の強化、当社の公平性・透明性
の向上を目指すべく、以下の基本的な考え方を策定し、コーポレート・ガバナンスのより一層の充実を図っていきます。

A)株主の権利およびその行使の機会を確保すべく、環境を整備していきます。

B)様々なステークホルダーとの適切な協働を通じ、企業価値の向上を図ります。

C)当社の財務・非財務情報を正確かつ適切に開示します。

D)取締役会において経営方針や中長期計画等の大きな方向性についての討議を充実させるべく、業務執行の多くの部分を審議する経営会議を
設置しています。また、常勤監査役・独立社外監査役による厳正な監査、独立社外取締役による客観的な監督を通じ、取締役会の公平な運営の
確保に努めます。

E)株主との対話を通じ、企業価値の持続的な向上に努めます。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、2021年6月改訂後のコーポレートガバナンス・コードの各原則をすべて実施しています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

2021年6月の改訂後のコードに基づき、記載しています。（2022年4月4日以降適用となるプライム市場向けの原則含む）

東京証券取引所からの開示要請である「資本コストや株価を意識した経営の実施状況」については、本報告書および以下の当社ウェブサイトをご
参照ください。

【英文開示有り】

https://www.srigroup.co.jp/english/corporate/vision.html

＜原則１－４：政策保有株式の保有方針、議決権行使基準の開示＞

①政策保有に関する方針：当社は、当社の持続的・中長期的な企業価値の向上、安定した企業運営、取引先との関係強化等を目的とし、当社の
取引先等の株式を保有することがあります。ただし、これらの株式については、定期的に個社別の中長期的な検証を実施することとしており、検証
の結果、継続して保有する必要がないと判断した場合には、株価や市場動向も考慮したうえで原則売却を検討いたします。

②保有適否の精査・検証：定期的に当社の取締役会において、成長性、収益性、取引関係強化等の保有意義および経済合理性を踏まえて総合
的に保有適否を判断することとしております。2024年度は13銘柄を売却（うち1銘柄は半数売却）し、48億円のキャッシュを創出しました。

政策保有株式の縮減状況については、「第133期期末決算説明会資料」（p.37）をご参照下さい。

https://www.srigroup.co.jp/ir/dvql4p0000017ub0-att/2024_end_setsumei.pdf

③議決権行使に関する基準：当社は、株主として当社が投資先企業の企業価値向上に貢献できるか否か、当社の中長期的な企業価値向上に繋
がるか否かを総合的に判断し、投資先企業との対話を通じ議決権を行使することとしています。投資先企業の業績長期低迷や重大なコンプライア
ンス違反の発生等の事情により、株主価値が大きく毀損されるおそれやコーポレート・ガバナンス上の重大な懸念事項が生じるおそれがある場合
には、投資先企業との対話を含む様々な方法により十分な情報を収集のうえ、議案に対する賛否を総合的に判断します。

＜原則１－７：関連当事者間の取引に関する手続きの策定とその枠組み開示＞

当社は、取締役・監査役の利益相反取引や競業取引、主要株主等との関連当事者取引については、取締役会決議事項として定期的に監視する
とともに、会社法等の適用法令や東京証券取引所の規則に従い対外的に開示し、会社や株主共同の利益が阻害されないような体制を整えてい
ます。

＜補充原則２－４①：中核人材の登用等における多様性の確保＞

当社グループは、トップコミットメントを社内外に発信し、企業理念体系「Our Philosophy」のVision「多様な力をひとつに、共に成長し、変化をのりこ

える会社になる。」を目指す姿に掲げ、ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンの推進に取り組んでいます。

外国人採用、キャリア採用、定年退職者の再雇用、障がい者雇用、海外法人現地社員の幹部登用、非正規従業員の正社員登用などを推進し、
多様な雇用環境の整備を進めています。

女性の活躍を推進するため、2021年に目標を再設定し、女性管理職比率を2025年までに7％とすることとしました。

外国籍従業員については、当社グループの海外現地法人における現地雇用従業員の積極的な幹部への登用を行うとともに、当社本体において



も国籍に関わらず活躍できる人材の採用や管理職への登用を行っています。（当社本体における外国籍管理職：7名、外国籍従業員72名(うち正
規従業員37名、管理職7名含む)）

キャリア採用者については、スタッフ系および管理職クラスでのキャリア採用者の採用や非正規従業員からの正社員登用も積極的に行っていま
す。

今後も多様な採用形態による多様な人材確保に努めてまいります。

ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン推進については、以下の当社ホームページをご参照下さい。

https://www.srigroup.co.jp/sustainability/social/dei.html

＜原則２－６：企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮＞

当社の企業年金基金の運営は、年４回開催する資産運用委員会が運用機関からの報告も基に、年金資産の運用に関する検討・立案を担当し、
住友ゴム連合企業年金基金が執行しております。

資産運用委員会は、人事・経理財務部門から運用に関する適切な資質を持った者、および受益者代表としての労働組合幹部で構成されており、
専門性および受給者保護の観点から健全に年金資金の運用が確認できる体制を構築しております。

＜原則３－１：情報開示の充実＞

(i)経営理念、経営戦略、経営計画

私たち住友ゴムグループは、企業理念体系「Our Philosophy」を基に、経済的価値のみならず社会的価値の向上にも取り組み、持続可能な社会の

発展に貢献していくことを、経営の基本方針としております。この「Our Philosophy」は、「私たちの存在意義＝Purpose」を「未来をひらくイノベーショ

ンで最高の安心とヨロコビをつくる。」と定めて頂点に置き、「信念＝Story」「ありたい姿＝Vision」「たいせつにすべき価値観＝住友ゴムWAY」から
なる体系にしています。当社では、「Our Philosophy」をあらゆる意思決定の拠り所、行動の起点とした事業活動を推進してまいります。また、今

般、2035年を見据えた長期経営戦略「R.I.S.E. 2035」を策定しました。「R.I.S.E. 2035」では、当社が長年の事業活動で培ってきた、ゴムを起点とした

価値創造プロセスで高機能商品を作り出す「ゴム・解析技術力」と、お客様に喜びを感じてもらえる複数のブランドを立ち上げ育ててきた「ブランド
創造力」を強みに、「ゴムから生み出す新たな体験価値をすべての人に提供し続ける」を目指す姿とします。「Our Philosophy」を具現化するべく、「

R.I.S.E. 2035」の実現を目指してまいります。

「Our Philosophy」「長期経営戦略『R.I.S.E. 2035』」については、それぞれ以下の当社ホームページをご参照ください。

「Our Philosophy」https://www.srigroup.co.jp/corporate/principles.html

「長期経営戦略『R.I.S.E. 2035』」https://www.srigroup.co.jp/corporate/vision.html

(ii)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

「１．基本的な考え方」の「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方」をご参照ください。

(iii)経営陣幹部・取締役の報酬決定方針・手続

当社は、役員報酬決定方針を次の通り定めております。

役員報酬決定方針

１．基本方針

当社役員（取締役及び執行役員）の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分機能するよう株主利益と連動した報酬体系
とし、個々の役員の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。

具体的には、社外取締役を除く取締役及び執行役員の報酬は、固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬としての賞与により構成し、社外取締
役を除く取締役には中長期インセンティブとしての株式報酬を、監督機能を担う社外取締役については、職務の独立性確保の観点から、基本報酬
のみを支払うこととする。

　　

２．個人別の基本報酬の額の決定に関する方針

当社役員の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位・職責・在任年数に応じて、他社水準、当社業績、従業員給与水準等を考慮し総合的に勘案
し決定した基本報酬テーブルに基づき決定するものとする。

３．短期業績連動報酬の内容および額の算定方法の決定に関する方針

短期業績連動報酬は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため業績指標を反映した現金報酬とし、業績指標の達成度合いに応じた
額を賞与として、毎年一定の時期に支給する。

業績指標としては、事業利益や親会社の所有者に帰属する当期純利益等の特に当社が企業戦略上重視する指標を選択することとし、その値は、
中期経営計画と整合するよう計画策定時に設定し、適宜、環境の変化に応じて、指名・報酬委員会の答申を踏まえた見直しを行うものとする。

各人への配分については、中長期的な観点も踏まえ、役位や職務内容、責任度合い、所管部門の主要目標の達成度、会社業績への貢献度等も
考慮して定めるものとする。

４．中長期インセンティブ報酬の内容および額の決定に関する方針

中長期インセンティブ報酬は、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、取締役と株主との一層の価値共有を進め
るため、当社の取締役会が正当と認める理由による退任時まで、株式の譲渡制限を付した当社株式を割り当てる。株式数は役位に応じて、他社
水準、従業員給与水準等を考慮し総合的に勘案し決定した株式報酬テーブルに基づき決定するものとする。

５．個人別の報酬額に対する割合の決定に関する方針

社外取締役を除く取締役及び執行役員の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態に属する企業をベンチ
マークとする報酬水準を踏まえ、上位の役位が下位の役位よりインセンティブ報酬のウエイトが高まる構成とし、指名・報酬委員会において報酬割
合の検討を行う。

取締役会（６．の委任を受けた代表取締役社長）は指名・報酬委員会の答申内容を尊重し、当該答申で示された種類別の報酬割合の範囲内で役
員の個人別の内容を決定することとする。

なお、報酬の種類毎の比率の目安は、社外取締役を除く取締役は、固定報酬（基本報酬）：短期業績連動報酬（賞与）：中長期インセンティブ報酬
（株式報酬）＝７５％：２０％：５％、執行役員は８０％：２０％とする。（業績指標を１００％達成した場合）

ただし、実際に支給する業績報酬は、連結事業利益等により変動するため、支給割合は以下の通り変動する。

役位　　　　　　　　　　　　　　固定報酬　　　　　短期業績連動報酬　　　中長期インセンティブ報酬



　　　　　　　　　　　　　　　　　(基本報酬)　　　　　　　　(賞与)　　　　　　　　　　　（株式報酬）

取締役　　　　　　　　　　　　　７２～９５％　　　　　　　０～２０％　　　　　　　　　　５～８％

取締役以外の役員　　　　　８０～１００％　　　　　　０～２０％　　　　　　　　　　　　－

６．役員の個人別の報酬等の内容についての決定の委任に関する事項

個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内容の決定について委任を受けるものとし、その権限の内容
は役員の基本報酬の額及び担当業務を踏まえた賞与の評価配分とする。

取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、指名・報酬委員会に原案を諮問し答申を得るものとし、上記の委任を受
けた代表取締役社長は、当該答申の内容に従って決定をしなければならないこととする。

(iv)取締役・監査役候補の選解任・指名についての方針等

①取締役候補者は、実効的なコーポレート・ガバナンスに資するか否か、取締役会構成員の知識・経験等の多様性が確保できるか否か等、当社
の持続的な企業価値向上に資するか否かを勘案のうえ選任しています。

②監査役候補者は、取締役の職務執行の監査等の職務を、独立した客観的な立場から、株主をはじめとする全てのステークホルダーのため公平
に実施し、当社の持続的な成長に寄与できるか否かを勘案のうえ選任しています。

③取締役・監査役候補者の指名は、独立社外役員を過半数とする指名・報酬委員会で客観的かつ公平に検討し、取締役会への答申を経て決定
します。

④取締役・監査役に重大な法令・定款違反、その他職務を適切に遂行することが困難と認められる事由が生じた場合には、当該者の役位の解嘱
その他の処分又は株主総会に対する解任議案の提出について、取締役会が指名・報酬委員会に諮問を行い、答申を得たうえで審議を行い、決
定します。

取締役・監査役の選任方針・選解任基準

　住友ゴム工業株式会社（以下、「当社」という。）は取締役および監査役（以下、「役員」という。）を選解任するにあたっては、以下に定める方針・
基準に従う。

　取締役の選解任案は指名・報酬委員会での厳格な審議・答申に基づいて、取締役会で決定する。監査役の選解任案は監査役会の同意を得た
うえで、取締役会で決定する。その後、それぞれの候補者を株主総会の議案として提出する。

（１）基本方針

　取締役会の役割、責務を実効的に果たすための能力・意欲・経験を有し、当社のコーポレート・ガバナンスの向上や、当社事業を通じた社会課題
の解決への貢献ができる人物を役員候補者とする。

（２）選任基準

　当社の役員は、次に掲げる条件を満たす必要がある。

①当社企業理念「Our Philosophy」を深く理解し自ら体現していること

②グループ全体を客観的に捉え、周囲の環境変化を踏まえた分析・判断能力を有すること

③当社経営方針を踏まえ、中長期的な企業価値向上の実現に向けて、最善の努力を惜しまないこと

④当社取締役会のスキルマトリックスに定める項目である企業経営・経営戦略、製造・技術、海外事業、営業・マーケティング、法務・ガバナンス、
財務戦略・会計、DX・IT等の専門分野に関する知見を有し、当該専門分野での実績が十分であること、かつ当該候補者が選任されることで、当社
取締役会のスキルマトリックスのバランスが取れ、多様性が確保されること

⑤社外役員については、会社の持続的な成長を促し、中長期的な企業価値の向上を図る観点から、当社経営の監督者として相応しい人物である
こと

（３）解任基準

　当社役員が、役員としての役割・責務を適切に果たせない場合（法定の欠格事由に該当した場合、公序良俗に反する行為を行った場合または
健康上の理由その他職務の継続が困難になった場合等）には解任を検討するものとする。

(v)取締役候補の個々の選任・指名の説明

取締役候補者の選任理由は、第133期「株主総会招集ご通知」の参考書類（p.9～20）に記載しております。

第133期　定時株主総会招集ご通知

https://www.srigroup.co.jp/ir/shareholder/dvql4p00000dh7eh-att/2503_133Notice_koufu_JP.pdf

＜補充原則３－１③　サステナビリティについての取組み等＞

　当社グループのすべての事業活動には、住友400年の歴史のなかで受け継がれてきた「住友事業精神」が息づいています。当社グループではこ
の考えをベースに策定した企業理念体系「Our Philosophy」をあらゆる意思決定の拠り所とし、2050年を見越したサステナビリティ長期方針「はず

む未来チャレンジ2050」に基づいた持続可能な社会の実現に貢献する様々な活動を展開しています。

　「サステナビリティ経営の推進」は、当社のPurpose、すなわち「未来をひらくイノベーションで最高の安心とヨロコビをつくる。」という存在意義その
ものであり、気候変動や生物多様性、人権の尊重をはじめとする社会課題解決に積極的に取り組んでいます。気候変動への対応についてはTCF
D（気候関連財務情報開示タスクフォース）に賛同を表明し、情報開示の拡充を行っているほか、カーボンニュートラルに向けた取り組みとして2030
年に向けた温室効果ガス排出削減目標について、Science Based Targets Initiative（SBTi）より2024年3月にSBT認定を受けました。生物多様性に

ついてはTNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）Adopterに登録しTNFD提言に沿った開示を実施することを表明しており、2024年には当社
グループ全体の自然関連リスクに関する初期的な分析についての開示を行いました。人権の尊重の取り組みとして、2023年12月に「住友ゴムグ
ループ人権方針」を策定したことに加え、2024年1月に全社横断組織である人権部会を立ち上げ、各部門の取り組み状況と課題を確認するととも
に、課題に関する議論・好事例を紹介し合う場としても活用しています。

サステナビリティに関する具体的な取り組みについては、以下の当社ホームページをご参照ください。

住友ゴムグループのサステナビリティ経営

https://www.srigroup.co.jp/sustainability/

サステナビリティ資料室「統合報告書」

https://www.srigroup.co.jp/sustainability/information/download.html



TCFDへの対応

https://www.srigroup.co.jp/sustainability/genki/ecology/04_5.html

TNFDへの対応

https://www.srigroup.co.jp/sustainability/environment/tnfd.html

人権尊重の取り組み

https://www.srigroup.co.jp/sustainability/social/humanrights.html

＜原則４－１－１：取締役の経営陣に対する委任の範囲の開示＞

当社では、取締役会規則、経営会議規則等の決裁権限に関する各種規程を制定し、それぞれの機関での決裁事項を明確に定めることで、取締
役会からの権限委譲、経営陣による迅速・果断な意思決定を支援する体制を整備しています。

＜原則４－９：独立社外取締役の独立性判断基準の開示＞

当社は、社外取締役の独立性について、東京証券取引所の定める独立性基準を前提に、当社の中長期的な安定的成長に寄与できるかどうか、
という観点から、その独立性を判断しています。

また、下記に該当する候補者については、下記項目への該当が独立性を害するか否かについて、他の候補者に比較して慎重に吟味するととも
に、当該候補者との関係、独立性があると判断した理由につき、可能な範囲で開示する予定にしております。

①過去に当社又はその子会社の業務執行者であった者、②過去に当社の親会社の業務執行者であった者又は業務執行者でない取締役であっ
た者、③過去に当社の兄弟会社の業務執行者であった者、④過去に当社を主要な取引先とする者の業務執行者であった者、⑤過去に当社の主
要な取引先の業務執行者であった者、⑥当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家又は法律専
門家（法人、組合等の団体であるもの限る）に過去に所属していた者、⑦当社の主要株主（当該主要株主が法人である場合は、当該法人の業務
執行者又は過去に業務執行者であった者）、⑧①～⑦の近親者、⑨当社の取引先又はその出身者、⑩当社と社外役員の相互就任の関係にある
先の出身者、⑪当社が寄付を行っている先又はその出身者

＜補充原則４－１０－①：独立役員等の有効な活用＞

当社は、取締役会の諮問機関として、独立社外役員を過半数とし、委員長を独立社外取締役が務める任意の指名・報酬委員会を設置しており、
役員の指名や報酬決定において客観性・透明性を確保し、独立社外役員による監督を通じ企業の価値向上を図っています。2024年度は、委員会
での十分な審議時間確保を目的とし、会議時間をのばしたうえで、開催回数も従来の3回から4回に増やしました。昨年の委員会においては、従来
から議論してきたテーマに加え、取締役の任期や業績連動報酬の拡大等について具体的な議論を行うことができました。

現在、委員は計10名で構成され、うち8名は独立社外役員です。

当社の指名・報酬委員会は、取締役会の諮問に応じて以下の事項について審議し、取締役会に対して答申することを、指名・報酬委員会規則に
定めております。

(1)取締役および監査役の選任および解任に関する株主総会議案

(2)前号を決議するために必要な基本方針、規則および手続等の制定、変更、廃止

(3)その他、取締役候補者および監査役候補者の選任ならびに取締役および監査役の解任に関して指名・報酬委員会が特に必要と認めた事項

(4)代表取締役、取締役会長、社長の選定および解職

(5)執行役員(副社長、専務執行役員、常務執行役員)の選定および解職

(6)取締役および執行役員の個人別の報酬の内容

(7)前号を決議するために必要な基本方針、規則および手続等の制定、変更、廃止

(8)その他、取締役および執行役員の報酬に関して指名・報酬委員会が特に必要と認めた事項

＜原則４－１１－１：取締役会の知識・経験・能力のバランス、多様性および規模の考え方＞

当社は、企業理念体系「Our Philosophy」の実現、ESG経営の推進による中長期的な重要課題（マテリアリティ）の解決および先般発表した長期経

営戦略「R.I.S.E.2035」の遂行に向け、取締役会がその意思決定および経営の監督機能を適切に行うために、取締役および監査役として備えるべ
き専門性をスキルマトリックスとして整理しております。各項目の内容は、事業環境および当社の経営計画や事業特性も考慮し、指名・報酬委員
会で議論のうえ取締役会で決定し、各人に主に期待する専門性を最大4項目まで記載しております。

取締役候補者の選定にあたっては、当該スキルマトリックスに照らし、取締役会の機能を発揮できる適切な人数の、各分野の専門家でバランス良
く構成しています。

当社の取締役および監査役のスキルマトリックスについては、第133期「株主総会招集ご通知」の参考書類（p.19～20）をご参照ください。

第133期　定時株主総会招集ご通知

https://www.srigroup.co.jp/ir/shareholder/dvql4p00000dh7eh-att/2503_133Notice_koufu_JP.pdf

＜原則４－１１－２：取締役・監査役の兼任状況の開示＞

当社の取締役および監査役の兼任状況については、第133期「株主総会招集ご通知」の事業報告（p.41,47）をご参照ください。

第133期　定時株主総会招集ご通知

https://www.srigroup.co.jp/ir/shareholder/dvql4p00000dh7eh-att/2503_133Notice_koufu_JP.pdf

＜原則４－１１－３：取締役会の実効性の分析・評価の実施およびその概要の開示＞

当社取締役会は、取締役会の分析・評価を従来から実施しています。2024年は、従来から実施していた取締役会の実効性評価において3年ぶり
に第三者機関によるアンケートおよびインタビューを実施し、総じて取締役会は実効的に機能しているとの意見が多い結果となりました。インタ
ビューにおいては、これまでの取締役会運営に関する改善取り組みにより実効性が高まっている旨の意見や、社外取締役である取締役会議長の
的確かつ公正な議事運営のもとで自由闊達な議論や意見交換が出来ているという意見が多くみられました。その一方で、各取締役や下位の会議
体に対する権限委譲、過去に取締役会で決議された案件の進捗状況のフォローアップ等については、まだ課題があることが見えてきました。今後
は、時間をかけた議論が必要な案件について十分な時間が確保できるように、取締役会付議基準の見直しを行う等、種々の施策に取り組むこと
で取締役会の実効性を高め、更なる企業価値の向上につなげてまいります。

■アンケートの主要項目

「取締役会の構成」「取締役会の運営」「取締役会の議論」「取締役会のモニタリング」「役員トレーニング」「役員間の情報共有、コミュニケーション」
「指名・報酬員会」

＜原則４－１４－２：取締役・監査役に対するトレーニングの方針の開示＞

当社では、社内取締役および執行役員を、当社が費用を負担したうえで外部の役員研修に参加させており、参加した役員は上場会社の重要な統
治機関の一翼を担う者として必要な知識を習得しています。新たに当社の社外役員に就任する者に対しては、当社の最新の事業概要、直近の業



績、対処すべき課題等、当社役員として当社の企業利益向上のための助言を行うにあたって必要な情報に関する説明を実施しています。

＜原則５－１：株主との建設的な対話を促進するための体制整備・取組に関する方針の開示＞

当社は、以下の方針に基づき株主との対話を実施し、企業価値の向上を図っていきます。

A) IRに関しては経理財務担当役員が、SR(Shareholder Relations)に関しては総務担当役員が、それぞれ受け持つことで、各種ステークホルダー

の関心に応じた対話の実現を目指しています。

B) 当社では、上記のIR、SR活動のための資料作成や情報収集において、経営企画、総務、経理財務、法務、サステナビリティ推進室等の関係部

門が全社横断的に有機的に連携し、株主や機関投資家等との建設的な対話をサポートしています。

C) 当社では、株主総会や招集通知、株主通信での十分な情報開示をはじめ、統合報告書での企業概況、ESG経営やサステナビリティ活動の状

況等の情報発信を適時に実施しています。また、決算説明会も実施し、株主や投資家とのコミュニケーションの促進に努めています。

D) 株主や投資家等との対話で得られた意見等は、当社の企業価値を一層向上させるための貴重なヒントととらえ、経営陣幹部での共有を図りつ

つ意見等を具現化することの要否や方法を随時検討しています。

E) 株主や投資家との対話に際しては、インサイダー取引となる危険が無いよう、説明内容や開示資料を事前に外部のコンサルタント等にも確認し

たうえで、対話の際の資料としています。

＜原則５－２：資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応＞【英文開示有り】【アップデート日付：2025/03/28】

当社は2023年にスタートした中期計画に基づき、構造改革の推進および成長事業の基盤づくりを進めてまいりました。1月には米国「Goodyear」社
より、欧州・北米・オセアニア地域における四輪タイヤのDUNLOP商標権等を取得することを発表、一部の地域や商材を除き、当社がグローバルに
DUNLOPブランドで事業を展開することが可能となります。また、中期計画で掲げた経営目標の前倒し達成も見えてきており、2025年をターニング
ポイントとして、将来の環境変化も見据え、長期的に当社が向かうべき道筋を明確にする戦略として、今般、長期経営戦略「R.I.S.E. 2035」を策定し

ました。2027年までに、タイヤのプレミアム化推進による収益体質の改革と成長事業の仕込みを行い、DUNLOPをさらに強くしていきます。2030年
までに、創出キャッシュを最大化・既存事業で確固たるポジションを築き、成長事業への挑戦を通じて確立したブランドで飛躍します。そして、2035
年までに、イノベーティブな商品・サービスを継続的に創出し、成長事業の拡大を通じたポートフォリオ変革により、持続可能な事業体質を実現しま
す。これにより、2035年の目指す姿を達成およびOur Philosophyの具現化につなげてまいります。

資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応についての取り組み内容は、以下のとおりです。

　①構造改革

　　　選択と集中の早期完遂により事業ポートフォリオを最適化

　　　成長事業へ経営資源のリソースをシフト

　②成長戦略

　　　当社独自技術の発展、ESG経営の推進、DX経営の実践

　③財務戦略

　　　ROIC・キャッシュフロー経営の推進・浸透、政策保有株式の縮減

　④ＩＲ強化

　　　証券アナリスト・機関投資家との能動的な面談の実施

　　　見学会や事業・技術説明会の積極的開催

これらの取り組みの結果、2027年目標は事業利益率10％、ROE（自己資本利益率）10％、D/Eレシオ（負債資本倍率）0.6、ROIC（投下資本利益
率）8％とし、2030～2035年に向けて事業利益率15％、ROE12％、ROIC10％にすることを目線としております。

また、資本収益性を底上げすることによってPBR1.0倍以上を実現します。

株主還元につきましては経営の最重要課題として、連結配当性向40％以上を基準に、業績の見通し、内部留保の水準等を総合的に判断しなが
ら、長期にわたり安定して株主に報いることを基本方針としております。なお、新たな構造改革に取り組むことがあった場合でも安定配当となるよ
う、2026年以降はDOE 3％以上かつ連結配当性向40％以上を目安に配当いたします。

詳細については、下記をご参照ください。

https://www.srigroup.co.jp/corporate/vision.html

また、資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応に関する英文開示は、以下の当社ウェブサイトをご参照ください。

https://www.srigroup.co.jp/english/corporate/vision.html



２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

住友電気工業㈱ 75,878,645 28.85

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 28,599,000 10.87

NORTHERN TRUST CO.（AVFC）RE SILCHESTER INTERNATIONAL INVESTORS

INTERNATIONAL VALUE EQUITY TRUST
13,757,500 5.23

㈱日本カストディ銀行（信託口） 12,314,300 4.68

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE U.S. TAX EXEMPTED PENSION FUNDS 6,944,684 2.64

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE NON TREATY CLIENTS ACCOUNT 5,599,700 2.13

㈱三井住友銀行 3,650,300 1.39

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE IEDU UCITS CLIENTS NON LENDING 15 PCT TREATY ACC

OUNT
3,557,600 1.35

ＳＭＢＣ日興証券㈱ 3,270,976 1.24

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 3,101,086 1.18

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

大株主の状況は、2024年12月31日現在の状況です。なお、持株比率は自己株式（15,195株）を発行済株式の総数から控除して算出しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 12 月

業種 ゴム製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1兆円以上

直前事業年度末における連結子会社数 50社以上100社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社外取締役

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 5 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

5 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

其田　真理 その他

谷所　　敬 他の会社の出身者

札場　　操 他の会社の出身者

本島　なおみ 他の会社の出身者 ○

上田　善久 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



其田　真理 ○

社外取締役 其田 真理氏は、デジタル庁

参与ですが、同庁と当社の間に重要な取
引関係はありません。

其田 真理氏は、大蔵省＜現財務省＞等にお

いて要職を歴任し、マイナンバーを含む個人情
報保護制度の構築に関与してきた経験から、
金融・財務や政策立案に関する専門知識と豊
富な経験を有しております。当社の「取締役・監
査役の選任方針等」に照らして当社取締役に
適任であり、引き続き「法務・ガバナンス」「財務
戦略・会計」「ＤＸ・ＩＴ」における専門性をいかし
た同氏の社外取締役としての提言や意見表明
により、当社のコーポレートガバナンスの向上
が期待できるものと判断し、また、一般株主と
の利益相反が生じるおそれはないと判断し、選
任しております。

谷所　　敬 ○

社外取締役 谷所　敬氏は、2023年3月ま

で日立造船㈱＜現カナデビア㈱＞の代表
取締役　取締役会長ですが、同社と当社
の間に重要な取引関係はありません。ま
た、同氏が社外取締役を務める㈱椿本チ
エイン、松本油脂製薬㈱それぞれと当社
の間に重要な取引関係はありません。

谷所 敬氏は、エネルギー・水および脱炭素化

をはじめとする環境分野の事業をグローバル
に展開する日立造船㈱＜カナデビア㈱＞にお
いて代表取締役社長・会長を経験し、経営者と
しての豊富な経験と幅広い見識を有するととも
に、特に製造・技術、経営戦略の分野における
豊富な業務経験を有しております。当社の「取
締役・監査役の選任方針等」に照らして当社取
締役に適任であり、引き続き「企業経営・経営
戦略」「製造・技術」「営業・マーケティング」「Ｄ
Ｘ・ＩＴ」における専門性をいかした同氏の社外
取締役としての提言や意見表明により、当社の
コーポレートガバナンスの向上が期待できるも
のと判断し、また、一般株主との利益相反が生
じるおそれはないと判断し、選任しております。

札場　　操 ○

社外取締役 札場　操氏は、2022年6月ま

で(株)ダイセルの代表取締役会長です
が、同社と当社の間に重要な取引関係は
ありません。

札場 操氏は、化学製品や高機能材料の製造・

販売事業をグローバルに展開する㈱ダイセル
において代表取締役社長・会長を経験し、経営
者としての豊富な経験と幅広い見識を有すると
ともに、特に経営戦略・財務戦略の分野におけ
る豊富な業務経験を有しております。当社の
「取締役・監査役の選任方針等」に照らして当
社取締役に適任であり、引き続き「企業経営・
経営戦略」「法務・ガバナンス」「財務戦略・会
計」における専門性をいかした同氏の社外取締
役としての提言や意見表明により、当社のコー
ポレートガバナンスの向上が期待できるものと
判断し、また、一般株主との利益相反が生じる
おそれはないと判断し、選任しております。

本島　なおみ ○

社外取締役 本島 なおみ氏は、MS&ADイ

ンシュアランスグループホールディングス
㈱の常務執行役員であり、同社の子会社
である三井住友海上火災保険㈱は当社と
の間で取引関係がありますが、その取引
高は三井住友海上火災保険㈱および当
社それぞれの連結売上の1.0%以下であり
ます。そのため、当社は同氏に社外取締
役としての独立性が認められるものと判
断しております。

本島なおみ氏は、グローバルで損害保険事業・
生命保険事業等を展開するMS＆ADインシュア
ランスグループホールディングス㈱およびその
グループ会社である三井住友海上火災保険㈱
において常務執行役員を経験し、経営者として
の豊富な経験と幅広い見識を有するとともに、
特に営業部門やサステナビリティ、DE&Iの分野
における豊富な業務経験を有しております。当
社の「取締役・監査役の選任方針等」に照らし
て当社取締役に適任であり、引き続き「企業経
営・経営戦略」「営業・マーケティング」における
専門性をいかした提言や意見表明が、当社の
コーポレートガバナンスの向上に期待できるも
のと判断し、また、一般株主との利益相反が生
じるおそれはないと判断し、選任しております。

上田　善久 ○

社外取締役 上田 善久氏は、弁護士であ

ります。同氏が社外取締役を務めるAFS
コーポレーション㈱と当社の間に重要な取
引関係はありません。

上田善久氏は、大蔵省＜現財務省＞等におい
て要職を歴任し、開発途上国等への貢献にお
いてグローバルに活動する米州開発銀行やJI
CAでの理事、パラグアイでの特命全権大使と
しての経験に加え、弁護士としてSDGs/ESGに
関連する企業法務についての豊富な知見を有
しております。当社の「取締役・監査役の選任
方針等」に照らして当社取締役に適任であり、
このたび新たに社外取締役に就任いただくこと
により、「法務・ガバナンス」「財務戦略・会計」
における専門性をいかした提言や意見表明
が、当社のコーポレートガバナンスの向上に期
待できるものと判断し、 また、一般株主との利

益相反が生じるおそれはないと判断し、選任し
ております。



指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 10 0 2 5 0 3
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 10 0 2 5 0 3
社外取
締役

補足説明

当社は、取締役会の諮問機関として指名・報酬委員会の設置を取締役会において決議しております。

委員構成において「その他」に該当する委員は、社外監査役です。



【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 5 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

各監査役は、監査役会が定めた監査計画・方針に基づき、取締役会等重要な会議への出席、取締役や内部監査部門等からの職務状況の聴取、
重要な決裁書類の閲覧、本社および主要な事業所、子会社への往査を行うとともに、他の監査役から監査状況等の報告を受け、また、会計監査
人とも適宜連携を取って業務を遂行しております。

また、監査役付スタッフとして専任を置くとともに、内部監査部門として社長直轄の監査部を設置しております。監査部は、監査方針、年間内部監
査計画等に基づき、各部署および関係会社の業務執行状況について、有効性・効率性およびコンプライアンス等の適切性の観点から、本社およ
び主要な事業所、子会社への往査を行い、グループ全体の監査を行っている他、財務報告に係る内部統制の評価を実施しております。内部監査
の結果および改善のための提言は、代表取締役社長に報告されるとともに監査役会および取締役会にも報告され相互連携を図っております。ま
た、会計監査人とも適宜連携を取って業務を遂行しております。会計監査については、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結しており、同監

査法人が会社法および金融商品取引法に基づく会計監査を実施しております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

アスリ・チョルパン 学者

安原　裕文 他の会社の出身者

田川　利一 公認会計士 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



アスリ・チョルパン ○

社外監査役アスリ・チョルパン氏は京都大
学大学院経済学研究科教授、京都大学
経営管理大学院教授であります。また、同
氏が社外取締役をつとめる関西ペイント
㈱と当社の間に重要な取引関係はありま
せん。

アスリ・チョルパン氏は、経営戦略や企業統治
を専門とする大学院教授としての高度な学術
知識と、㈱グルメ杵屋、NISSHA㈱および関西
ペイント㈱における社外取締役として企業経営
に関与してきた経験を活かし、社外監査役とし
て客観的見地から取締役の業務執行に対して
意見表明を行っております。当社の「取締役・
監査役の選任方針等」に照らして当社監査役
に適任であり、引き続き「企業経営・経営戦略」
「海外事業」「法務・ガバナンス」における専門
性をいかした提言や意見表明により、当社の監
査体制の強化が期待できるものと判断し、ま
た、一般株主との利益相反が生じるおそれは
ないと判断し、選任しております。

安原　裕文 ○

社外監査役安原裕文氏は日立造船㈱＜
現カナデビア㈱＞の社外監査役および住
友電設㈱の社外取締役であります。同氏
が社外監査役を務める日立造船㈱＜現カ
ナデビア㈱＞および社外取締役を務める
住友電設㈱それぞれと当社の間に重要な
取引関係はありません。

安原 裕文氏は、パナホーム㈱＜現パナソニッ

ク ホームズ㈱＞代表取締役のほか、パナソ

ニック㈱＜現パナソニックホールディングス㈱
＞常任監査役、日立造船㈱＜現カナデビア㈱
＞社外監査役、住友電設㈱社外取締役として
財務・企業経営に関与してきた経験を活かし、
社外監査役として客観的見地から取締役の業
務執行に対して意見表明を行っております。当
社の「取締役・監査役の選任方針等」に照らし
て当社社外監査役に適任であり、引き続き「企
業経営・経営戦略」「海外事業」「財務戦略・会
計」における専門性をいかした提言や意見表明
により、当社の監査体制の強化が期待できるも
のと判断し、また、一般株主との利益相反が生
じるおそれはないと判断し、選任しております。

田川　利一 ○

田川 利一氏が過去において在籍していた

監査法人朝日会計社＜現あずさ監査法
人＞（1995年12月退社）は、退社して20年
超経過しております。そのため、当社は同
氏に社外監査役としての独立性が認めら
れるものと判断しております。また、同氏
が代表を務める田川利一公認会計士事
務所と当社の間に重要な取引関係はあり
ません。

田川利一氏は、企業会計に精通した公認会計
士としての豊富な知見や、米国や中国での駐
在の経験による海外事業・国際税務に関する
幅広い見識と、海外企業における事業経営の
経験を活かし、社外監査役として客観的見地か
ら取締役の業務執行に対して意見表明を行っ
ております。当社の「取締役・監査役の選任方
針等」に照らして当社監査役に適任であり、引
き続き「企業経営・経営戦略」「海外事業」「財務
戦略・会計」における専門性をいかした提言や
意見表明により、当社の監査体制の強化が期
待できるものと判断し、また、一般株主との利
益相反が生じるおそれはないと判断し、選任し
ております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 8 名

その他独立役員に関する事項

当社は、社外役員全員について、東京証券取引所が定める一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として指定し、届出ております。



【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

取締役報酬関係「報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」をご参照ください。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

連結報酬等の総額が１億円以上の者は、有価証券報告書において個別開示を行っています。

有価証券報告書は、当社のホームページにも掲載し、公衆の縦覧に供しています。

＜2024年1月1日～2024年12月31日の取締役の報酬＞

461百万円／13名

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

役員報酬決定方針

１．基本方針

当社役員（取締役及び執行役員）の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分機能するよう株主利益と連動した報酬体系
とし、個々の役員の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。

具体的には、社外取締役を除く取締役及び執行役員の報酬は、固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬としての賞与により構成し、社外取締
役を除く取締役には中長期インセンティブとしての株式報酬を、監督機能を担う社外取締役については、職務の独立性確保の観点から、基本報酬
のみを支払うこととする。

　　

２．個人別の基本報酬の額の決定に関する方針

当社役員の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位・職責・在任年数に応じて、他社水準、当社業績、従業員給与水準等を考慮し総合的に勘案
し決定した基本報酬テーブルに基づき決定するものとする。

３．短期業績連動報酬の内容および額の算定方法の決定に関する方針

短期業績連動報酬は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため業績指標を反映した現金報酬とし、業績指標の達成度合いに応じた
額を賞与として、毎年一定の時期に支給する。

業績指標としては、事業利益や親会社の所有者に帰属する当期純利益等の特に当社が企業戦略上重視する指標を選択することとし、その値は、
中期経営計画と整合するよう計画策定時に設定し、適宜、環境の変化に応じて、指名・報酬委員会の答申を踏まえた見直しを行うものとする。

各人への配分については、中長期的な観点も踏まえ、役位や職務内容、責任度合い、所管部門の主要目標の達成度、会社業績への貢献度等も
考慮して定めるものとする。

４．中長期インセンティブ報酬の内容および額の決定に関する方針

中長期インセンティブ報酬は、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、取締役と株主との一層の価値共有を進め



るため、当社の取締役会が正当と認める理由による退任時まで、株式の譲渡制限を付した当社株式を割り当てる。株式数は役位に応じて、他社
水準、従業員給与水準等を考慮し総合的に勘案し決定した株式報酬テーブルに基づき決定するものとする。

５．個人別の報酬額に対する割合の決定に関する方針

社外取締役を除く取締役及び執行役員の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態に属する企業をベンチ
マークとする報酬水準を踏まえ、上位の役位が下位の役位よりインセンティブ報酬のウエイトが高まる構成とし、指名・報酬委員会において報酬割
合の検討を行う。

取締役会（６．の委任を受けた代表取締役社長）は指名・報酬委員会の答申内容を尊重し、当該答申で示された種類別の報酬割合の範囲内で役
員の個人別の内容を決定することとする。

なお、報酬の種類毎の比率の目安は、社外取締役を除く取締役は、固定報酬（基本報酬）：短期業績連動報酬（賞与）：中長期インセンティブ報酬
（株式報酬）＝７５％：２０％：５％、執行役員は８０％：２０％とする。（業績指標を１００％達成した場合）

ただし、実際に支給する業績報酬は、連結事業利益等により変動するため、支給割合は以下の通り変動する。

役位　　　　　　　　　　　　　　固定報酬　　　　　短期業績連動報酬　　　中長期インセンティブ報酬

　　　　　　　　　　　　　　　　　(基本報酬)　　　　　　　　(賞与)　　　　　　　　　　　（株式報酬）

取締役　　　　　　　　　　　　　７２～９５％　　　　　　　０～２０％　　　　　　　　　　５～８％

取締役以外の役員　　　　　８０～１００％　　　　　　０～２０％　　　　　　　　　　　　－

６．役員の個人別の報酬等の内容についての決定の委任に関する事項

個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内容の決定について委任を受けるものとし、その権限の内容
は役員の基本報酬の額及び担当業務を踏まえた賞与の評価配分とする。

取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、指名・報酬委員会に原案を諮問し答申を得るものとし、上記の委任を受
けた代表取締役社長は、当該答申の内容に従って決定をしなければならないこととする。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役および社外監査役は、取締役会に付議される事項について十分な検討を行うことができるよう取締役会に付議される事項の内容につ
いて事前に説明を受けております。

社外監査役は、監査役会において社内の重要会議の内容等につき報告を受け、内部監査部門、業務執行担当役員ならびに会計監査人から適宜
報告および説明を受けたうえで監査を実施しております。なお、当該監査や各社外監査役の意見や提言は、内部監査、監査役監査および会計監
査に適切に反映し、それらの実効性の向上をはかっております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

池田　育嗣 特別顧問
業界活動等の渉外業務を通じ、当
社経営を側面支援

非常勤・報酬有 2019/3/26 内規で定める

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

代表取締役社長等であった者が取締役を退任後、顧問に選任される場合は、取締役会において審議決定しています。



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は監査役会設置会社の形態を採用しており、取締役、株主総会および会計監査人のほか、以下の機関を設置しております。取締役会は、経
営上の重要な意思決定を行うとともに取締役の職務執行の監督を行っております。本報告書提出日現在で取締役は10名、うち社外取締役は5名
の体制であります。

監査役は、独任制の機関として取締役の職務執行の監査を行っております。本報告書提出日現在で監査役は5名の体制であります。監査役5名
の中から2名を常勤監査役として選定し、常勤監査役は社内の重要会議に出席するほか、重要な決裁書類の確認を行っております。

監査役会は監査役全員で構成しており、経営監査機能強化の観点から、監査役5名のうち3名は社外監査役とし、公正で客観的な監査を行うこと
ができる体制としております。

上記の会社法上の機関に加え、社内取締役と社長の指名した執行役員で構成する経営会議を設置し、常勤監査役の出席のもとで、経営上重要
と思われる事項の審議もしくは報告を通じて、迅速な経営判断を行っております。経営の監督と執行の分離を進め、各事業の責任と権限を明確化
し、環境変化に即応するスピーディな経営体制をとることを目的として2003年3月より執行役員制を導入しております。本報告書提出日現在で執行
役員は23名、うち取締役を兼務しない執行役員は18名であります。

また、役員の指名や報酬決定において客観性・透明性を確保すべく、取締役会の諮問機関として、独立社外役員を過半数とし、委員長を独立社
外取締役が務める任意の「指名・報酬委員会」を2016年から設置し、更なる企業価値の向上を図っております。指名・報酬委員会は従来年３回の
開催でしたが、2024年から年４回と開催回数を増やし、企業価値向上につながる役員の後継者計画や報酬設計について年間を通じて議論してお
ります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

「Our Philosophy」を、あらゆる意思決定の拠り所、行動の起点とすることで、経済的価値のみならず社会的価値の向上にも取り組み、持続可能な

社会の発展に貢献していくことを経営の基本方針とし、この方針のもと、コーポレート・ガバナンスの充実を重要な経営課題として位置づけておりま
す。経営全般の効率性を確保するとともに、グループ経営および社会との信頼関係を強化し、企業の社会性・透明性の向上を目指すうえで、当社
としては、現在の監査役・監査役会による監査機能が現状では不可欠であると認識しており、上記体制を採用しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
法定期限(定時株主総会開催日より3週間前迄に発送)前に発送しております。また、発送
前の当社HPでの開示も2016年度 3月開催の株主総会より開始しております。

電磁的方法による議決権の行使 2007年3月開催の株主総会より、電磁的方法による議決権の行使を採用しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

2011年3月開催の株主総会より、議決権電子行使プラットフォームに参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供 招集通知の英語版を当社ウェブサイト等に掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

国内においては、四半期毎の決算公表後に決算説明会を開催し、機関投資
家、アナリスト等に決算概要、経営方針、中期経営計画の進捗状況等を説明
することに加えて、個別ミーティングや見学会、事業・技術説明会等の取材の
場を適宜設けております。このような活動を通して、当社へのご理解を高めて
頂くよう努めております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催 主要な海外投資家への説明を年2回以上実施しています。 あり

IR資料のホームページ掲載

当社は、HP上にIR情報に関するページを設け、下記IR資料等を、日本語のみ
ならず可能な限り英語でも同時に掲載することで、投資家間格差をなくすよう
に努めております。

１業績ハイライト

２決算短信（期末・中間・四半期）

３決算説明会資料（期末・中間・四半期）

４決算説明会音声・動画およびスクリプト

５有価証券報告書、半期報告書

６ファクトブック

７株主通信（期末・中間）

８統合報告書

９サステナビリティの取組み

１０株式・格付け・社債情報

１１定時株主総会招集通知

IRに関する部署（担当者）の設置 広報部と経理財務本部が担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は各ステークホルダーに対する社会的責任を果たすべく、「企業行動基準」のひとつと
して「社会的規範の遵守」を掲げ、その前提となるコンプライアンスの徹底・浸透に努めて
おります。



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

サステナビリティ経営の推進は、「未来をひらくイノベーションで最高の安心とヨロコビをつく
る。」という「Our Philosophy」そのものであり、サステナビリティ経営の推進にあたっては、

サステナビリティ統括役員を委員長、各部門担当役員を委員とする「サステナビリティ推進
委員会」を開催し、各種テーマごとに設置された部会において実施している活動を継続的
にフォローしているほか、2025年1月より外部ステークホルダーと経営層とが対話する「サ
ステナビリティ・アドバイザリーボード」を設置し、ステークホルダーとの連携を進めておりま
す。また、昨年10月のマテリアリティ（重要課題）見直しに合わせ、マテリアリティごとのあり
たい姿の達成に向けた想いを「当社の意志」として設定しておりますが、これを実現させる
べく、事業を通じた社会課題の解決に向けて価値創造につながる活動を推進してまいりま
す。

サステナビリティに関する具体的な取り組みについては、「統合報告書」に掲載しておりま
すので、以下の当社ホームページをご参照ください。

サステナビリティ資料室「統合報告書」

https://www.srigroup.co.jp/sustainability/information/download.html

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「統合報告書」の編集方針において、当社グループの持続的な成長に向けた取り組みをお
伝えすることで、新たな対話の機会を創出する旨を記載しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、以下のとおり当社グループ（当社および会社法第2条第3号に定める子会社）の業務の適正を確保するために必要な体制の整備に関し、
取締役会において次のとおり決議しております。

①取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　当社文書管理規定に従い、起案決裁書等、取締役の職務の執行に係る情報を記録し、適切に管理する。当社取締役および当社監査役は、これ
らの記録を随時閲覧できるものとする。

②損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社グループの事業活動に重大な影響を及ぼす恐れのある品質、法律、環境、与信、事故、災害等の経営リスクについては、当社グループ全
体のリスク管理について定めるリスク管理規定に基づき、それぞれの担当部署および各子会社において事前にリスク分析、対応策を検討し、当社
の経営会議等で審議する。リスク分析・対応策の検討に当たっては、必要に応じて顧問弁護士等の専門家に助言・指導を求める。

当社グループ横断的なリスクについては、当社管理部門の各部が、それぞれの所管業務に応じ関連部署および各子会社と連携しながら、グルー
プ全社としての対応を行う。

リスク管理委員会は、当社グループ全体のリスク管理活動を統括し、リスク管理体制が有効に機能しているか適宜調査・確認する。

当社グループにおいて重大なリスクが顕在化し、又は顕在化が予想される場合には、危機管理規定に基づき、当社社長が危機管理本部を設置
する。

③取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役や管理職等の職務執行が効率的かつ適正に行われるよう、当社では職制および業務分掌規定において担当部署、職務権限および各組
織の所管業務を定め、各子会社にもこれに準拠した体制を構築させる。また、当社では執行役員制を採用し、環境変化や顧客ニーズに応じた機
動的な事業運営を行う体制とする。なお、各部門・各子会社の業績や効率性については、中期経営計画等を策定するとともに、予算会議において
目標を設定(目標は必要に応じて随時見直す)し、グループ業績会議において月次単位で達成状況を報告させ、把握・分析する。

当社グループの業務全般においてIT・デジタル技術の活用を推進し、職務執行の効率化を図る。

④取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　住友ゴムグループの企業理念体系「Our Philosophy」を意思決定の拠り所、行動の起点とし、企業行動基準や各種コンプライアンス・マニュアル

の当社グループ全体への浸透に努めるほか、経営トップの指針を明示して、法令遵守、企業倫理の維持が経営の根幹をなすものであることを当
社グループ全体に徹底する。

　当社社長を委員長とする企業倫理委員会において、当社グループ横断的なコンプライアンス・リスクの把握、分析および評価、研修の企画・実
施、違反事例に係わる原因の究明や再発防止策の立案およびそれらの当社グループ内への周知徹底を行う。

　企業倫理ヘルプラインを設置し、企業倫理上疑義のある行為等について、当社グループの従業員等が直接通報・相談できる体制とする。企業倫
理ヘルプラインに寄せられた情報については、企業倫理委員会において、状況把握を行い、必要な対策をとるものとする。住友ゴムグループの企
業行動基準に、反社会的勢力との関係を一切遮断することを規定し、反社会的勢力からの一切の要求を拒絶する体制とする。

⑤子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　当社の所管部署は子会社各社の業績等の目標およびその達成状況について各子会社の取締役等から定期的に報告を受けるとともに、関係会
社管理規定に基づき、当社の経営会議、取締役会に付議すべき事項やリスク管理、コンプライアンス等に関する一定の事項について適宜報告を
受け、又は必要により当社と協議する体制をとるものとする。

⑥財務報告の適正性を確保するための体制

　金融商品取引法および金融庁が定める評価・監査の基準ならびに実施基準に沿った内部統制システムの整備を進め、当社グループの財務報
告の適正性を確保するための体制の一層の強化を図る。

⑦監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　当社監査役の業務を補助すべき専任者として監査役付を配置し、もっぱら当社監査役の指揮命令に従うものとする。

　また、監査役付の人事異動、人事評価に際しては、あらかじめ監査役会に意見を求めるものとする。

⑧取締役および使用人が当社監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

　当社常勤監査役は当社の経営会議その他の重要な会議に出席し、当社グループの状況を適切に把握することとする。

　リスク管理上重要な事項等については、当社グループの取締役又は部門長等から適宜当社監査役に報告する体制とする。

　企業倫理ヘルプラインに通報された事項 (軽微なものを除く。)は、当社監査役会に報告する。当社グループ各社を適用対象とする企業倫理取り

組み体制に関する規定において、企業倫理ヘルプラインへの通報者に関する事項の守秘、通報者への不利益な取り扱いの禁止をする等、当社
監査役へ報告したことを理由とした不利益な取り扱いを禁止する体制とする。

⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　当社監査役が当社グループの取締役又は部門長等からヒアリング等を行う機会を適宜確保する。

当社監査役の職務執行について生ずる合理的な範囲の費用については、臨時での出費を含め、当社に精算を請求できる体制とする。



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

１．当社は市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは決して関わりを持たず、また不当な要求に対しては、弁護士や警
察等と連携し、毅然とした姿勢で組織的に対応する。

２．反社会的勢力からの不当な要求があった場合、対応統括部署である人事総務本部総務部の不当要求防止責任者を窓口とし、早い段階で上
記外部機関等と連携をとり、適切な指導を受ける体制としている。また、これらの対応方法は企業行動基準において定めている。

３．不当要求防止責任者は、普段から外部機関等と連絡をとり、反社会的勢力に関する情報の収集を行い、必要に応じて人事総務本部総務部が
適宜社内に展開することとする。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

内部統制システムの概要を含むコーポレート・ガバナンス体制についての模式図は参考資料のとおりです。

当社は、投資者への適時適切な会社情報の開示が健全な証券市場の根幹をなすものであることを十分に認識するとともに、常に投資者の視点に
立った迅速、正確かつ公平な会社情報の開示を適切に行えるよう添付書類に記載した社内体制の充実に努めるなど、投資者への会社情報の適
時適切な提供について真摯な姿勢で臨みます。

当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、以下のとおりです。

具体的には、「決定事項に関する情報」、「発生事実に関する情報」、「決算に関する情報」それぞれの場合における情報伝達体制を制定するとと
もに、情報の適時開示を円滑に図るよう社内で徹底し、投資者の視点に立った迅速、正確かつ公正な会社情報の適時適切な提供について真摯な
姿勢で臨むことを心掛けています。

１．適時開示に関する基本方針

当社は、コンプライアンスの観点からも、適時開示規則の遵守は上場企業としての責務であり、適時・適切に投資判断に関する情報を提供するこ
とにより、公正な株価の形成、ひいては投資者からの信頼を高めることができるものと考えております。適時開示にあたりましては、迅速、公平、正
確な情報の開示に努めるようにしております。

２．情報取扱責任者および適時開示担当部門

当社の情報取扱責任者には、広報部担当役員が就いております。

また、当社の適時開示は、広報部が担当しております。広報部は、各部並びに各子会社（以下、「各部門」）からの情報窓口となり、情報取扱責任
者を補佐しております。

なお、開示資料の作成および開示作業等は、広報部からの情報に基づき、経理財務本部で担当しております。

３．公表手順、情報伝達体制

（１）　各部門長は、自部門（準ずる部門や所管する子会社も含む）に関し、インサイダー情報および証券取引所が定める重要な会社情報が発生す
る可能性を認めた場合、各担当役員に連絡すると同時に情報取扱責任部門である広報部に連絡する。

（２）　広報部は、当該部門、経理財務本部、人事総務本部、法務部等の関係部門と協議の上、公表の必要性、公表時期、公表内容、公表方法等
を検討し、決定する。

（３）広報部は、上記の決定に従い、当社に係る事項の内「決定事項に関する情報」については取締役会決議後速やかに、「発生事実に関する情
報」、「決算に関する情報」については遅滞なく開示手続きをとる。

また、「子会社に係る重要な情報」についても、これに準じて取り扱う。
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